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         
に関する特別措置法 (以降, 再生可能エネルギー特措法)｣ は, 奇しくも,     年３月  日の
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２) 本稿では日本国内で審議された再生可能エネルギー関連法案および制度を下記のように呼ぶ｡
固定価格買取制度について日本で初めて言及し    年頃から議論され廃案になった法案を ｢自然エ

















ーの種類や規模ごと (いわゆるコストベース) で設定すべきか, あるいは一律価格で設定すべ












もっとも後者は        他 (    ,     ～  ), 大島 (    ,      ～   ) などにある
ように, 比較的価格競争力のある風力発電 (発電単価  円    (    )) と単価が高い太陽










度設計が要求される５)｡ 基本的には内部収益率 (   ) を基準として考えていき, 個別の電源
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５) 韓国では固定価格買取制度が大企業優遇との批判を受け, 国民の支持が得られなくなり,    法
に転換することとなった｡ (    年９月  日国際シンポジウム ｢エネルギー革命と買い取り制度の比
較政治経済学｣ (会場：立教大学) における李ピル・リュー氏 (韓国国立公開大学) 報告 『買い取り
制度のケーススタディーⅠ：韓国』 による｡)
６)     (内部収益率,                    ) とは, 現在正味価値 (   ) がゼロになる際の割
引率を指す｡ すなわち,    が期待リターンより大きければ, 投資をすべきとの判断をすることに
なる｡ 一般式では下記のようになる (この時の  が各期の投資額,  が   に当たる)｡                                              
このとき, 一般式で表される各期の投資額  は, 買取価格 (円    ) ×発電量 (   ) となる｡
このため, 買取価格および買取期間が重要になってくる｡
詳細は, 佐藤公亮 『この１冊で分かるファイナンスの基本』 (    , 日本実業出版社), グロービス
著 『[実況] ファイナンス教室』 (    ,    研究所) などを参照のこと｡
なお, 再生可能エネルギー関連の投資や収益性などを見る際, プロジェクト・ファイナンスが用い
られる｡ そのため, 本文中で使用されている   は, 事業自体の収益性・投資利回りを計るための
指標である     (                         ) と同義である｡
７)          (    ,     ～  ) を参照｡








法 (   ；                  ) において, 固定価格買取制度の内容が含まれた｡  ４
で１枚, 全部で５条のシンプルな法案では, 固定価格買取制度の核心である, 電気事業者への
買取りの義務づけを記載した｡ また対象となったのは風力, 水力, 太陽エネルギー, 残さおよ
びバイオガスから発電されたものであり, 大規模水力発電と大規模廃棄物発電は対象外とされ
た｡ もっとも, 買取価格は風力発電と太陽エネルギーの場合, 電力小売平均価格の  ％で買取
ることとしていた｡ そのため, 風況のいい北部の地域の風力発電は加速される一方で, それ以
外の地域の風力とその他の再生可能エネルギーはあまり導入されなかった  )｡
こうした状況を改善するために,    年に制定された再生可能エネルギー法 (                               ) においてコストベースによる買取りを行った｡ このコストベースの始
まりは, アーヘン市において電力料金に地方税を上乗せし, それを原資として, これまでの買
取価格に対して太陽光を  倍以上, 風力を  倍の買取価格を上乗せしたことである｡ こうし
た取り組みは ｢アーヘンモデル｣ と呼ばれ, ドイツ全土に広がり, 再生可能エネルギー法にも
エネルギー政策再策定下における再生可能エネルギー促進政策の現状   
日 本 ドイツ フランス
カナダ
(オンタリオ州)
買取対象 余剰 全量 全量 全量
買取期間 10年 20年 20年 20年
住宅用 ￥48 ￥57.50 ￥80.50 ￥65.80
小規模事業用 ￥24 ￥52.90 ￥43.90 ￥52







９)     年に米国において導入された公益事業規制法 (     法；                             ) と呼ばれる法律の中で, 風力発電をはじめとした再生可能エネルギーの電力に対して, 回
避可能原価で買い取ることを義務づけたのが固定価格買取制度の最初である｡  ) 飯田 (     ,      ～   ) を参照｡
         
つながった｡ 再生可能エネルギー法導入によってドイツでは    年におよそ８％であった再生




めた形での全量買取制度が導入された｡ 日本での政策決定過程については, ｢２ 固定価格買
取制度の審議と３・  による政策変更｣ 以降で検証する｡
韓国のように一部の国で固定価格買取制度から離脱する国はある｡ しかし, 固定価格買取制











格を引き下げることができるのだろうか｡ やはり, 理由の一つは学習曲線効果である  )｡ これ
は近年ではパーソナルコンピューターの生産やヒトゲノムの研究等で見られる効果で, これが
再生可能エネルギーにも当てはまるという論拠に基づいている  )｡
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  ) ｢独の再生エネ, 原発上回る 発電量比率  ％に拡大 今年, 稼働停止が要因｣ (    年  月  日
東京新聞朝刊  ) 参照｡  ) 導入した国・地域については     (    ,     ) を参照｡ 固定価格買取制度を採用した代表的
な国や地域はドイツ, スペイン, カナダ・オンタリオ州およびノバスコシア州, 米国の一部の州, イ
タリア, フランス, 英国, 日本, オーストラリアの一部の州, 中国, マレーシア, インドの一部の州
などである｡ 韓国の現状については前出の脚注５を参照｡  ) 総括原価方式とは, サービス料金を, サービスの提供に要する費用と適正利潤を賄えるように設定
する方式｡ 電気, ガス, 水道などにおける公共料金などで通常用いられる｡  ) ここで定義する ｢学習曲線効果｣ とは, 学習曲線 (あるいは経験曲線とも呼ぶ) の効果によるもの
だが, とある財を作り続けていると１単位あたりの財の生産費が徐々に逓減していくことを言う｡ 学


















  ) 月刊環境ビジネス    年９月号   参照｡ なお発電単価は均等化発電原価 (モデル発電所) 方式
に基づいている｡  ) 固定価格買取制度や補助金は, 再生可能エネルギーの導入を支援する｡ そのため, 前述の学習曲線
効果や規模の経済性の影響により, 本来システム単価や設置費用などが低下をする｡
しかし今回のように成長途上である産業に対する補助金を廃止した場合, 学習曲線効果や規模の経











している  )｡ 一方で米国のソリンドラやエバーグリーン, ドイツの セルズ, 中国のサンテ
ックパワーといった大手太陽光パネルメーカーが相次いで倒産したのも, 急激な価格競争に勝
てなかったことが一因だと言われている  )｡
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(出典)           (    )
図表４：世界の太陽光発電及び米国・デンマークにおける風力発電の発電単価の推移
  ) ｢躓いた ｢太陽王｣, 中国太陽電池サンテック, 事実上破綻, 低価格先導あだ｣ (    年３月  日 日
経産業新聞   ) 参照｡
なお, サンテックパワーが破綻したことは,   や米国が反ダンピング対策を行ったことなども影
響しているとの指摘もある (｢サンテック, 太陽電池の米工場閉鎖, 反ダンピング課税で｣ (    年３
月  日 日経産業新聞   ), ｢中国太陽電池大手が破産, 欧米との貿易摩擦影響｣ (    年３月  日
日本経済新聞朝刊  ) などを参照)｡  ) 現状についての指摘は, ｢サンテックが映す消耗戦――勝者なき主役交代劇｣ (    年４月１日 日
本経済新聞朝刊  ) などが参考となる｡  ) ｢太陽電池, 米社, 破産法申請へ, ソリンドラ, 中国勢と競争激化｣ (    年９月１日 日本経済新
         
この学習曲線効果と規模の経済性が再生可能エネルギーのシステム価格や発電単価の低下に
対して, 大きな論拠となっている｡ こうした主張に対して朝野 (    ,      ～   ) では,
｢観測された市場価格の低下と言う過去の実績に過ぎない｣ と批判している｡ 確かにその一面
はあると言える｡ しかし固定価格買取制度の逓減率を考慮することで ｢シグナル効果｣ として,







聞夕刊  ), ｢独太陽電池大手が破綻,  セルズ, 価格競争激化で｣ (    年４月３日 日本経済新聞
朝刊  ) などを参照｡
なお, 米国のファーストソーラーは業績悪化による破綻を食い止めるため, 再三の人員削減やコス
ト削減を実施している｡  ) ｢シグナル効果｣ とは市場において, 情報の非対称性を伴った場合, 私的情報を保有している者が,
情報を持たない側に情報を開示するような行動をとるというミクロ経済学における概念である｡     
年ノーベル経済学賞を受賞したマイケル・スペンスによって初めて研究された｡  ) 逓減率については, 大島 (    ,      ～   ) に詳細があるので, 下記引用する｡
運転開始され, いったん定まった買取価格については長期固定する一方で, 次年に運転開始する事
業の買取価格を前年に比べて引き下げる｡ つまり, 運転開始した年の再生可能電力設備の買取価格を  , 逓減率を とすれば,  年次に運転開始する再生可能電力設備の買取価格は         となる｡
なお, 図表５も参照のこと｡



















階経済産業大臣 (当時) が発表した時期である｡ この時期には経済産業省がかつて太陽光発電
の補助金廃止の失敗が明確になった｡ また補助金の復活だけではなく, 固定価格買取制度の導
入を考える動きが自民党, 民主党, 環境省に広がり, そうした中で経済産業省は太陽光発電の
み, 余剰買取のみ, 小規模 (主に住宅用) のみと限定的であるが固定価格買取制度の導入に踏
み切らざるを得なくなっている｡
四つ目は    年の民主党への政権交代とその後に行われた ｢全量買取に関するプロジェクト
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  ) ドイツの再生可能エネルギー法 (   ) ではこの手法が採用されている｡ (自然エネルギー財団・










盟と, 環境   を中心とした自然エネルギー促進法推進ネットワーク (     ) による活
動がそれにあたる｡ この当時の政策プロセスは, 自然エネルギー促進法案の検討に携わった当





格・電力会社負担｣ であった点を ｢各電源のコストベース・一般需要家負担｣ へと見直すこと
で, 奇しくも    年に成立したドイツの固定価格買取制度 (   ) とほぼ同等のものであっ











  )    法あるいは   制度 (                          ) とは, 一般電気事業者等に対し
て導入義務量を定める制度である｡ その後に電気事業者は, ①自ら発電する, ②他から再生可能エネ
ルギー等電気を購入する, あるいは③他から再生可能エネルギー等電気相当量を購入することでこの
義務を満たすことになる｡ 電気事業者が, ③再生可能エネルギー等電気相当量を購入する場合の多く
はグリーン電力証書を用いる (グリーン証書とは, 環境付加価値の分を証書化し, 市場で取引可能に










といえる  )｡     年当時には太陽光のメーカーの中で, シャープや京セラ, 三洋電機などは世
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電力会社への ｢事実上の優遇措置｣ によって, 固定価格買取制度を導入したドイツやスペイン等には
再生可能エネルギー分野で大きく水をあけられる結果となった｡  ) ｢新エネルギー, 普及遠く 太陽光, 風力発電…｣ (    年９月６日 読売新聞朝刊   ) 参照｡  ) 余剰電力購入メニューは主に太陽光で発電された電力を対象として自家消費分を除いた余剰電力を
電力会社が自主的に買取る取り組みである｡     年に太陽光発電を中心とした新エネルギー導入促進


























年１月  日) 参照｡                                                         ) 前述の通り, ドイツの セルズや中国のサンテックパワーは厳しい価格競争の中で破産している





産した｡ ｢独太陽電池大手が破綻,  セルズ, 価格競争激化で｣ (    年４月３日 日本経済新聞朝刊  ) 参照｡  ) 経済産業省資源エネルギー庁新エネルギー対策課資料 ｢風力発電の系統連系について｣ などを参照｡                                                                     ) ｢北海道電力, 風力発電の電力購入制限――安定供給に不安, 当面６万キロワットに｣ (    年６月
５日 日本経済新聞朝刊   ) 参照｡  ) 発電機から近くの幹線までの送電線費用に加え, 幹線より上流の送電線に対する系統安定化費用
(アンシラリーサービス費用) も原因者負担の原則から発電事業者が払うとされている｡ 一方でドイ
ツではそもそも送電線を公共財とし, 系統運用者がこの費用を需要家 (消費者) に転嫁する形式をと



















立教経済学研究 第  巻 第１号     年  
  ) 地熱発電には多く区分けてシングルフラッシュ方式, ダブルフラッシュ方式, バイナリー発電方式
などがあり, 日本では主にシングルフラッシュ方式が主流である｡
シングルフラッシュ方式は地下に存在する高温高圧の水 (熱水：約   ℃以上) が, ケーシングパ
イプを上昇しする｡ 地上まで噴出する過程で沸騰し蒸気が発生し, 気水分離器により蒸気と熱水を遠
心分離し, 分離された蒸気をタービンに導いて羽を回転させ, 直結された発電機で電気を起こす｡ 発
電に使用した蒸気は復水器で温水とし, 冷却塔によりさらに冷やされた後, 分離熱水と同様, 再び地
下に還元される｡
一方で, バイナリー発電方式は従来の地熱発電で用いていた熱水・高温蒸気のエネルギーに加えて,





および   ネット用語集参照｡)  ) ｢九電の地熱発電, 新エネ法対象に 低温の蒸気・熱水活用｣ (    年２月  日 朝日新聞朝刊   )
参照｡  ) 福田内閣総理大臣スピーチ ｢｢低炭素社会・日本｣ をめざして｣ (日本記者クラブにて,     年６月
９日) 参照｡                                                       
         















｢太陽光発電の新たな買取制度｣ 導入を記者会見で発表した  )｡ これは非発電事業用 (いわゆ






全量｣ の固定価格買取制度の早期導入が明記された  )｡ しかし, 政権交代後に前の麻生政権期
エネルギー政策再策定下における再生可能エネルギー促進政策の現状   
  ) 自民党地球温暖化対策推進本部中間報告 ｢最先端の低炭素社会構築に向けて―来たるべき世代と地
球のために―｣ (    年６月  日) 参照｡                                                 ) 総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会緊急提言 『新エネルギー政策の新たな方向性－新エネ
ルギーモデル国家の構築に向けて－』 (    年９月  日) を参照｡                                            ) 二階経済産業大臣の閣議後大臣記者会見の概要 (    年２月  日) 参照｡                                                  ) 民主党政策論集         において環境分野の対策として地球温暖化対策基本法を柱としその施
         
に成立した太陽光余剰買取制度を止めることなく施行した上, マニフェストに掲げた全量買取
制度の検討は, 省庁横断の温暖化関係閣僚委員会ではなく, 経済産業省の ｢再生可能エネルギ
ーの全量買取に関するプロジェクトチーム｣ で行われた  )｡ 新たな制度設計の検討には政務三
役が参加し, 増子輝彦副大臣, 近藤洋介政務官が主に担当し, また有識者としては, 自民党政
権期のものを引き継ぎ, 新エネルギー部会の座長である柏木孝夫東京工業大学教授 (当時) を
筆頭に, 金本良嗣東京大学教授 (当時), 山内弘隆一橋大学教授, 山地憲治東京大学教授 (当
時), 横山明彦東京大学教授の５人が任命されている｡
関係者からのヒアリング, コスト試算, 海外調査等を元に制度の指針を決定している｡ ヒア
リングと会合は全部で各６回ずつ行なわれ, 電力会社, 化学や鉄鋼などの産業団体, 各再生可
能エネルギーの団体, 環境団体, 大学教授等の専門家などが呼ばれているが, 実質的な内容は,
経済産業省内部で予め決められた規定方針で進行している｡
全量買取に関するプロジェクトチームでは, 再生可能エネルギーに関する基本的な考え, 買
取価格・期間, 費用負担, 系統安定化対策,    法と補助金の存廃などについての指針が決
められた｡ 買取価格は  ～  円の一律の一律価格 (ただし, 太陽光発電以外), 買取期間は  
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  ) ｢再生可能エネ｣ 閣議決定, 全量買い取り, 家計負担は全国均一｣ (    年３月  日 日本経済新聞
朝刊  ) 参照｡
なお電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法案の当初の政府原案につ
いては以下のリンクで確認できる｡                                                      ) 菅首相の発言は雑誌 『エネシフジャパン』     ～  を参照｡ (ただし誌面では一部抜粋およびアレ
ンジされている｡)  ) 固定価格買取制度の早期導入を求めて, 民主党の筒井信隆副農相, 自民党の河野太郎衆院議員ら超
党派の議員７人が   人の国会議員の署名を菅首相に提出した｡ ｢｢再生エネ｣ 意欲―菅首相｣ (    年






もっとも, 国会審議では制度の根幹に関わる政策変更が行われた｡ 具体的には, 衆参での審
議や自民党総合エネルギー政策特命委員会での議論, あるいは民自公の三党合意などが直接的
な影響を与えている  )｡ 今回の法案審議で課題となったのは, ①買取価格の設定方法, ②調達
価格の決定主体, ③国会や他省庁の関与, ④減免措置である｡
①買取価格の設定方法については, 買取制度小委員会での議論で買取価格や期間には一律と
することにされた｡ しかし, 歴史に学べば, 一律価格による買取りによって再生可能エネルギ
ー導入が進まなかった事例は    年にドイツで導入された電力供給法 (   ) とその後に導











が行われ, 期間は住宅用太陽光発電及び地熱以外は  年, 地熱は  年とされ, 制度変更が行わ
れた｡
②調達価格の決定主体, ③国会や他省庁の関与については, 当初の政府原案では, 調達価格
(買取価格) の決定は ｢経済産業省総合資源エネルギー調査会の意見を聞いて経済産業大臣が
決定する｣ とされていた｡ しかし三党合意の過程において, 再生可能エネルギーを推進する立
場を代表する議員からも, 企業負担を回避したいと考える議員からも, この未曾有の事故を引
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き起こした経済産業省が ｢密室｣ で主導的に行うことに対して, 批判的な意見が寄せられた｡
そのため価格に関する第三者委員会を設置した上で, 他省庁の関与を明確化することとされた｡
最終的に三党合意案は, 第三者委員会として設置される ｢調達価格等算定委員会｣ を５人選
























修正案を提出したが, 反対多数で否決された  )｡ 三党による修正案は賛成総員で, 衆参両院と
エネルギー政策再策定下における再生可能エネルギー促進政策の現状   
  ) 三党合意の影響で, 調達価格算定委員会の同意人事の際に, これまでのプロセスに大きく反するこ
とが行われたため問題となった｡ ｢再生エネルギー価格算定委人事案 消極派が多数 加速する脱








業省と電力業界, そしてエネルギー族議員である｡ この構図は政権交代後でも, 電力業界のス
テークホルダーが電事連から電力総連に変わったにすぎなかったため, エネルギー政策は全く
転換しなかったといえる｡
こうした政治決定する官庁については, 飯田 (    ,      ～   ) にあるように, 大臣は
｢一日署長｣ でしかなく, 実質的には官僚によって政策が決められてきた｡ 環境・エネルギー
政策, あるいはこの固定価格買取制度を巡っても, 経済産業省が意思決定する省庁であること
は ｢２ 固定価格買取制度の審議と３・  による政策変更｣ からもわかり, エネルギー政策に







かを見ていく｡ 二つ目の可能性が超党派議員連盟である｡ 福島第一原子力発電所事故以降, 超
党派議員連盟の活動が特に顕著に見られた｡ この可能性について探る必要がある｡ 三つ目に,
立命館大学教授の大島堅一氏の参考人意見陳述が与えた影響についての検証である｡ 大島氏ら
が意見陳述した後に, 議論の内容が大きく変わっている｡ 最後に, 自民党総合エネルギー政策
特命委員会と民自公の三党合意による影響である｡ 自民党においては, ｢党の今までの原子力
政策のどこに問題があったのか総括をしておかなければならない｣ (谷垣貞一総裁 (当時)) と
いう考え方の下で, 山本一太参議院政審会長 (当時) を委員長とする総合エネルギー政策特命
委員会が開かれた  )｡ この中で, 再生可能エネルギー特措法についても数回議論をされている｡
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  ) 最近報じられている他の事例として, 経済産業省が使用済み核燃料の処理方法に関するデータを意
図的に隠蔽したこと (いわゆる ｢  兆円の請求書｣ 問題) がある｡ ｢使用済み核燃料：直接処分コス
ト隠蔽 エネ庁課長  年指示 現経産審議官, 再処理策を維持｣ (    年１月１日 朝刊  ), 河野





















  ) 自然エネルギーに関する ｢総理・有識者オープン懇談会｣ については以下を参照｡                                                        ) 孫正義 ｢東日本にソーラーベルト地帯を――太陽の港, 風の港で日本は甦る｣ (岩波書店 『世界』    年６月号     ～  ) 参照｡  ) 菅直人氏はもともと市民運動出身の政治家であるとされている｡ そのためこれまでの歴代首相より
は, 市民団体のイベント参加への可能性は高かったと言える｡ (｢社民連十年史 社会市民連合結成前
夜｣ (江田五月公式サイト：                             ２      , 北岡和義編 『政治家
の人間力－江田三郎への手紙』 (明石書店) 第２部 ｢江田三郎への手紙｣ の中の菅直人 ｢江田さんの
世代, 社会主義とは社会正義と同義語ではなかったですか｣ などを参照)｡  ) 脚注  ,   を参照｡  ) 菅首相が不信感をあらわにしている事例として, ｢原発再開で閣内亀裂 首相新指針 経産相, メ
ンツ丸つぶれ｣ (    年７月７日 読売新聞朝刊  ), ｢｢埋蔵電力示せ｣ 首相が異例指示 経産省に
文書で要求｣ (    年７月  日 東京新聞夕刊  ) などがあげられる｡  ) 産業界については (社) 日本経済団体連合会米倉弘昌会長コメント (    年６月  日, ７月  日),













理委員会｣ であり, 環境保護団体の影響を受けた委員や, そうでなくともデモ活動などを通し
て強く訴えかけた事例が多い｡
一方で日本において固定価格買取制度を巡っては飯田 (    ) にあるように    年頃から飯
田哲也氏が主催した ｢自然エネルギー促進法推進ネットワーク (   )｣ の活動が過去にあっ










との指摘があったのは事実である｡ しかし退任の条件として, ｢子ども手当法の改正｣, ｢特例
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ャパンが主に活動を行っていたと言える｡ ｢新エネルギー推進 ｢切り札｣, 全量買い取り案で対立 超
党派賛同, 経済界と野党は反発｣ (    年６月  日 朝日新聞朝刊  ), ｢再生エネ法案, 合意優先
買い取り価格, 電気料金上げ幅が焦点｣ (    年７月  日 朝日新聞朝刊  ), ｢電力値上げに上限
再生エネ法案, 自公が修正要求｣ (    年８月３日 朝日新聞朝刊  ), 脚注  ,   などを参照｡
         
して八木誠氏 (電気事業連合会会長, 関西電力社長), 進藤孝生氏 (日本経団連地球環境部会















次に進藤氏は日本経団連の立場を代表して, 製造業が直面する六重苦 (法人税, 円高, 環境
対策, 労働対策, 通商政策の遅れに加えて, 福島第一原子力発電所事故の電気料金の引き上げ
と固定価格買取制度導入による賦課金の増加) によって国際競争力が低下するという懸念があ









  ) (社) 日本経済団体連合会 ｢日本経済再生のための緊急アピール｣ (    年７月  日)                                                  ) (社) 日本経済団体連合会 米倉弘昌会長講演 ｢日本の針路｣ (内外情勢調査会主催 ｢  月全国懇談















の影響を与えていると言えるだろう｡ 一つは, 海外における専門性を有するとはいえ, 業界関
係者ではなく, また制度設計の委員会の委員ではない, 大島堅一氏が参考人意見陳述に招致さ
れたことそのものである｡ それまで国会審議においては産業界の ｢負担論｣ に終始していたが,
この参考人意見陳述 (特に大島堅一氏に質疑が集中したこと) は少なくともその後の本質的な
議論 (すなわち, 再生可能エネルギー産業の育成や農山漁村の活性化など) を引き起こす呼び
水となっている｡
二つ目に, 国会の場で経済産業省の制度設計が世界的に見て極めて稀で, いかに問題であっ




山本一太自民党参議院政調会長 (当時) を委員長として, 自民党総合エネルギー政策特命委
員会で議論が重ねられた  )｡ 主にこれまでの自民党のエネルギー政策に対する反省と問題点を
洗い出す場だとしているが, 一方で固定価格買取制度の制度設計に対する議論も行われた｡ こ
の委員会では, 政府原案があまりにも内容がなく, 一部の産業には不利で, かつこれでは再生
可能エネルギーの普及に寄与しないという痛烈な批判があった｡ そのため再生可能エネルギー
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  ) 山内氏が委員として参加した ｢全量買取制度に関するプロジェクトチーム｣ の報告書および同プロ






























最後に③各業界団体 (産業界, 農家, 再生可能エネルギー事業者) に対する配慮については
以下のように考えられる｡ まず経済産業省で議論されていた原案は, 買取価格および減免措置
が一律であった｡ しかしこの制度設計では産業界にとっては非常に都合が悪い｡ 自民党の議員
の多くは衆議院経済産業委員会の議論において ｢負担論｣ を重視し, 特に電炉業など電気を過
エネルギー政策再策定下における再生可能エネルギー促進政策の現状    




で, 再生可能エネルギー業界, 特に太陽光発電はかつて世界１位であったが,     年の太陽光





これまでエネルギー政策に限らず, 官僚が政策を主導し, かつ ｢鉄のトライアングル｣ と呼
ばれるように省庁と一部財界, そして族議員が中心となって政策が決定されてきた｡ 少なくと










いる｡ この参考人意見陳述まで, いわゆる ｢負担論｣ に関する議論が主流であった｡ 大島堅一
氏の発言や彼に対する経済産業委員会委員による質疑によって, 固定価格買取制度の本質的な










政策としての側面, ②自民党のエネルギー政策への反省, ③各業界団体 (産業界, 農家, 再生
可能エネルギー事業者) に対する配慮が合わさった希有な例である｡
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         
とはいえ詳細の価格設定などの本質的議論は政省令レベルで決まる｡ そのためこの政策決定












会｣ の設置, ③被災者や電力多消費産業への減免措置である  )｡ これによって, 経済産業省が
買取価格の設定も賦課金 (サーチャージ) の負担も一律であるとすることや, 経済産業省主導
で経済産業省総合資源エネルギー調査会の中において密室で価格等の詳細な制度設計を決定す
るという目的は大きく崩れたことになる  )｡
調達価格算定委員会において,     年度については, 事業用太陽光発電 (    以上)   円,
一般風力発電 (    以上)    円, 地熱発電   ～  円, 中小水力発電   ～   円, バイ




  ) ｢再生エネ法案, 企業向け軽減措置, 電気料金転嫁, 民自公が修正合意｣ (    年８月  日 日本経
済新聞朝刊  )  ) 当初は買取価格, 買取期間, 及び負担についても一律とされていた (｢再生可能エネ｣ 閣議決定,
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年３月  日                                                           )  ) 優先接続の原則とは, 発電事業者や再生可能エネルギー発電事業者に対して, 系統への接続を優先






電 源 太陽光 風力
買取区分     以上     未満     以上     未満
費 用
建設費    万円       万円      万円       万円   
運転維持費
(１年あたり)   千円      千円      千円    ―    税前６％ 税前  ％ 税前８％ 税前  ％
買取価格
(１   当たり) 税 込     円     円     円     円税抜き   円   円   円   円
買取期間   年   年   年   年
電源 地熱 中小水力
買取区分   万   以上   万   未満        以上        未満       以上       未満      未満
費 用
建設費   万円       万円      万円      万円       万円   
運転維持費
(１年あたり)   千円      千円      千円      千円      千円       税前  ％ 税前７％ 税前７％
買取価格
(１   当たり) 税 込     円     円     円     円     円税抜き   円   円   円   円   円




下水汚泥 家畜糞尿 未利用木材 一般木材 一般廃棄物 下水汚泥 リサイクル木材
費 用
建設費    万円      万円      万円      万円      万円   
運転維持費
(１年あたり)    千円      千円      千円      千円      千円       税前１％ 税前８％ 税前４％ 税前４％ 税前４％
買取価格
(１   当たり) 区 分 メタン発酵ガス化バイオマス 未利用木材 一般木材(パーム椰子殻含) 廃棄物系バイオマス(木質以外) リサイクル木材税 込     円     円     円     円     円








浅岡美恵 (    ) 『世界の温暖化対策 再生可能エネルギーと排出権取引』 学芸出版社
朝野賢司 (    ) 『再生可能エネルギー政策論 買取制度の落とし穴』 エネルギーフォーラム
飯田哲也 (    ) ｢歪められた ｢自然エネルギー促進法｣ ―日本のエネルギー政策決定プロセ
スの実相と課題―｣ 『環境社会学研究』 ８号   ～  
飯田哲也 (    ) 『自然エネルギー市場』 築地書館
飯田哲也 (    ) ｢日本の環境エネルギー革命はなぜ進まないか｣ 『世界』 ５月号     ～   
飯田哲也 (     ) 『エネルギー進化論―― ｢第４の革命｣ が日本を変える』 筑摩書房
飯田哲也 (     ) 『エネルギー政策のイノベーション 原子力の終わり, これからの社会』
学芸出版社
植田和弘・梶山恵司 (    ) 『国民のためのエネルギー原論』 日本経済新聞出版社
大島堅一 (    ) ｢再生可能エネルギー普及に関するドイツの経験――電力買い取り補償制の
枠組みと実際｣ 『立命館大学人文科学研究所紀要』   号    ～  
大島堅一 (    ) 『再生可能エネルギーの政治経済学』 東洋経済新報社
大橋弘 (    ) ｢わが国における全量買い取り制度の課題―太陽光発電に注目して―｣ 『環境経
済・政策研究』 第４巻１号    ～  
大平佳男 (    ) ｢   制度の制度設計と   制度の再検討に関する一考察｣ 『環境経済・政
策研究』 第４巻１号    ～  
金子勝・           (    ) 『環境エネルギー革命』 アスペクト
金子勝 (    ) 『脱原発成長論 新しい産業革命へ』 筑摩書房
環境エネルギー政策研究所編 (    ) 『自然エネルギー白書    』 七つ森書館




河野太郎 (    ) 『原発と日本はこうなる 南に向かうべきか, そこに住み続けるか』 講談社
古賀茂明 (    ) 『日本の中枢の崩壊』 講談社
国際エネルギー機関 (   ) (    ) 『                 (世界エネルギー見通し)    』
国際エネルギー機関 (   ) (    ) 『                 (世界エネルギー見通し)    』







中村昭雄 (    ) 『日本政治の政策過程』 芦書房
長谷川公一 (    ) 『脱原子力社会へ――電力をグリーン化する』 岩波書店
ミランダ  シュラーズ (    ) 『ドイツは脱原発を選んだ』 岩波書店
吉田文和 (    ) 『グリーン・エコノミー 脱原発と温暖化対策の経済学』 中公新書
和田武・木村啓二 (    ) 『拡大する世界の再生可能エネルギー 脱原発の時代の到来』 世界
思想社       (    )                                                                                                                                                         (    )                          ：                                            (    )                                                                       (    )                                                                                                            (    )                                                              (    )                           (自然エネルギー世界白書)              (    )                                                         
立教経済学研究 第  巻 第１号     年   
         
